
平成26年度 行政監査（監査対象：環境局・水道局・教育委員会事務局・行財政局・住宅都市局）

監査結果の概要 措置内容 措置状況

○ 指 摘 事 項

（１）省エネ法の適正な運用管理

①エネルギー使用量の算定を適正に行うべきもの

定期報告のエネルギー使用量の算定において，

次のような事例があった。 

各施設所管課においてはエネルギー使用量等の

データ入力及び算定を正確に行うとともに，定期

報告書提出部局においては，各施設のエネルギー

使用量及びエネルギー消費原単位の対前年度増減

の評価検証を徹底するなどチェック方法の改善を

図るべきである。 

（環境局地球環境課，水道局施設課，教育委員会事

務局学校整備課）

ア データ入力の誤り 

エネルギー消費原単位の算定のもととなるエネ

ルギー使用量及び延床面積（エネルギー使用量と

密接な関係を持つ値）の入力の誤りがあった事業

所があった。 

省エネ法の定期報告において，

データの誤入力があった点について

は，各施設の所管課が，報告書作成

支援システムに入力するにあたり，

エネルギー使用量と延床面積を誤っ

て入力したことと地球環境課におけ

るチェックが不十分であったことが

原因である。 

データの誤入力については，エネ

ルギー使用量の入力項目である電

気，ガス，ガソリン，灯油，軽油，

重油の６項目のうち，ガスの入力漏

れなどがあったほか，延床面積の入

力においても面積を誤って認識して

いるケースがあった。 

今後は，前年度実績とのエネル

ギー原単位の増減率が 10％を超え

る場合には，所管課から地球環境課

に増減理由を報告するよう求めるこ

とにより，所管課の誤入力を防止す

る。 

また，地球環境課においても，エ
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イ 未算定施設 

エネルギー使用量が算定されていなかった事業

所及び施設があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネルギー原単位の増減率が 10％を

超えるものについては，集計帳票に

チェックする欄を設けて，二重

チェックができるよう改善する。 

（環境局地球環境課） 

 

施設課，北神浄水事務所の各所属

内で報告書の審査担当者を設け

チェック体制を強化するとともに，

神戸市省エネ・温対法入力・算定シ

ステムを活用し施設課と各事業所で

も相互チェックを行うこととしまし

た（設備係長会議 3/19）。 

       （水道局施設課） 

 

データ入力の誤りが生じるのは，

入力する際のチェックが不十分であ

るからだと考えられる。 

したがって，データを入力する際

に，昨年度データと比較して極端な

違いがないか確認することを周知徹

底することにより，データ入力の誤

りが生じることのないようにした。 

（教育委員会事務局学校整備課） 

 

 

省エネ法の報告に，こども初期急

病センターのエネルギー使用量が算

定されていなかった件については，

こども初期急病センターは，一般財

団法人小児救急医療事業団が運営主

体であり，平成 22 年度の開設以

来，算定対象外施設であると誤った

認識をもっていたが，今後は算定対

象施設として扱う。 

 公園のエネルギー使用量が算定さ
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れていなかった件については，省エ

ネ法では，道路の街灯は算定対象外

とされていることから，公園の街灯

は道路の街灯と同じ扱いとし，算定

を行わないこととする。ただし，ス

ポーツ施設などを有する公園は算定

対象とするよう改める。 

（環境局地球環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 教育委員会所管施設の省エネ対策を更に推進す

るべきもの 

教育委員会所管施設のエネルギーの使用に係

る原単位の対前年度比は，平成 25 年度は

102.9％，5 年度間平均原単位は 100.3％であり，

年平均１％以上の改善が図られていなかった。さ

らに今後，ＩＴ教育の推進，普通教室の空調設備

整備等の教育環境の向上に伴い，学校園でのエネ

ルギー使用量は一層増加することが予想される。 

教育委員会内に設置されている省エネルギー

推進委員会（委員長は教育長，構成員は，学校整

備課長（エネルギー管理企画推進者），施設長及

び各課担当者）において，使用状況の検証と課題

の抽出，その対策の検討を十分に行うとともに，

省エネ改修を伴う中長期計画を策定し，一層の省

エネ対策に取り組むべきである。 

（教育委員会事務局庶務課，学校整備課） 

 

 

 

平成 27年 3月 16 日に「省エネ推

進委員会」を開き，以下３点の確認

を行った。 

・各施設に管理標準が存在するかを

把握すること。 

・平成 26 年度のエネルギー使用量

を把握し，エネルギー使用量が増

加している場合は原因分析を行う

こと。その分析結果を，次回の省

エネ推進委員会で報告すること。 

・各施設で行うことができる省エネ

に関する中長期計画を次回の省エ

ネ推進委員会で報告するととも

に，委員会での検討結果を７月の

国への報告に反映させること。 

（教育委員会事務局庶務課，学校整

備課） 
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○ 意 見 事 項 

（１）省エネ法の効率的かつ効果的な運用管理 

①計測データ入力作業の省力化 

施設所管課では，計測データを記録するため

に，毎月送付される施設ごとの電気・ガスの検針

表の使用量数値を「省エネ・温対法入力・算定シ

ステム」に手入力しているが，この業務が負担に

なっている。 

教育委員会では，学校園（300 ヶ所）の電気・

ガス・上下水道の使用料金及び使用量に関する電

子データを毎月電気・ガス事業者等から入手し，

学校園ごとの管理を行い，この集計結果を「省エ

ネ・温対法入力・算定システム」に手入力するこ

とによって省力化を図っていた。 

ついては，入力作業の省力化及び誤入力防止

の観点から，電力・ガス事業者の検針表の使用量

等を電子データ形式で入手し，省エネ・温対法入

力・算定システムに機械的に入力できる仕組みを

検討されたい。      

（環境局地球環境課） 

 

 

 

 

電気やガス使用量等の計測データ

入力作業の省力化については，関西

電力や大阪ガスの使用量データをま

とめることについては，支払先が同

一である必要があるが，電気につい

ては，支払先が異なる場合でも施設

ごとに同意書を得ると，データをま

とめることが可能である。 

教育委員会が管理している学校園

は，この仕組みを活用して学校のエ

ネルギー量について電子データでの

提供を受けており，59 の市立保育

所を管理しているこども家庭局にお

いても，これらの仕組みを活用する

よう手続きを行い，電子データの提

供を受けるよう変更した。 

地域福祉センターなどの施設につ

いては，施設ごとに受託者が異なる

ため，今後，所管部局と導入に向け

て協議を行っていく。 

また，電気・ガス事業者の検針票

データを，省エネ法入力システムに

機械的に入力できる仕組みについて

は，システム改修に多大な費用を要

し，費用対効果の面から改修は困難

である。 

（環境局地球環境課） 
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② 定期報告の事業分類の詳細化 

定期報告書第 3 表（エネルギー使用に係る原

単位）の事業分類（工場等に係る事業の名称及び

細分類番号）は，原則として日本標準産業分類と

し，市町村事業の特例として「エネルギー使用量

1,500 ㎘／年未満の事業所について，当該事業所

の主たる事業を判断することが困難である場合

は，当該事業所の事業分類を「市町村機関」

（9821）することも可能」とされている。 

管理指定工場等の一部の施設については，こ

の産業分類どおりの細分類番号を使用していた

が，大部分の施設については，一般的な市町村機

関の細分類番号を使用していた。 

ついては，各局の省エネ対策の取組状況や同

種施設毎のエネルギーの運用管理状況を可視化

し，評価・検証をさらに効果的にするために，事

業分類の詳細化を検討されたい。 

（環境局地球環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市の「9821 市町村機関」以外の

事業分類で，本市施設に分類できる

のは，7951 火葬業，8051 公園，

8411 保健所，8531 保育所，8815 ご

み収集運搬業，8816 ごみ処分業，

など一部の施設に限られ，卸売市場

などは 9599 他に分類されないサー

ビス業，東部スラッジセンターなど

は 3609 その他の管理，補助的経済

活動を行う事業所など，「その他」

に分類されてしまうものも多くあ

る。また，複合的な機能を有する施

設は，主たる事業で分類してしまう

ため，正確な分類がされないことに

なる。 

こうしたことから，細分類番号を

使用すると，かえって，局毎や同種

施設毎の管理が，困難になってしま

うと考えられる。 

地球環境課では，各施設に管理

コードを付与し，局別，施設別に管

理ができるようにしており，今後も

事業分類の詳細化は実施せず，引き

続き現行の管理コードにより管理を

行うこととしたい。 

（環境局地球環境課） 

 

 

他の方法

で対応 
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③包括的な管理標準の作成 

管理標準は，合理的なエネルギーの使用を図

るために，経済産業大臣が定めた判断基準に従っ

て，エネルギー使用設備の管理要領（運転管理，

計測・記録，保守・点検，新設に当たっての措

置）を定めたマニュアルである。省エネ法では，

特定事業者は，事業者全体の管理標準に基づい

て，各工場，事業場ごとに個別の管理標準を作成

しなければならないとされている。 

本市では，平成 27 年度までに施設ごとの管理

標準を策定することとしているが，監査時点で

は，須磨海浜水族園を除く管理指定工場，教育委

員会所管施設等一部において管理標準は作成され

ているものの，その他の施設，事業所において管

理標準が作成されていなかった。また，省エネに

関する様々な通知はあるものの，省エネ機器の導

入や空調の設定温度，計測・状態監視に係る自動

化等について，取組みが不統一であった。 

「平成 20 年度省エネ法改正に係るＱ＆Ａ（工

場・事業場編）」（資源エネルギー庁策定）による

と，「管理指定工場等に指定されていない工場・

事務所に設置された設備であり，包括的に管理標

準を作成できる設備（例えば，空調，照明，ＯＡ

機器等）については，会社全体で包括的に管理標

準を作成しても問題ありません。」とされてい

る。 

ついては，管理指定工場に指定されていない事

務所等での管理標準によるエネルギー管理を進め

るため，地球温暖化防止実行計画及び省エネに関

するマニュアル等と管理標準との関係を整理し， 

設備毎の包括的な管理標準の作成を検討された

い。 

また，包括的な管理標準で定める新設措置の内

容を充実し，照明設備の高効率化やヒートポンプ

などの高効率機器の導入を積極的に進めることを

検討されたい。    （環境局地球環境課） 

 

管理標準について，省エネ法で

は，エネルギー使用設備の運転管理

や保守・点検などの措置を定めたマ

ニュアルである管理標準に従った合

理的なエネルギーの使用が求められ

ている。本市においては，約 800 施

設について平成 22 年度から平成 27

年度までの 6 年間で管理標準を作成

する計画を作成し作業を進めてき

た。 

当初は，区役所などの大規模施

設，児童館などの小規模施設，と

いった規模ごとに代表的な施設でモ

デル的な管理標準を作成し，それを

参考に所管課において管理標準を作

成することとしていた。しかし，保

育所のように設備管理を行う職員が

いない施設で管理標準を作ることは

困難であることから，地球環境課に

おいてモデル的な管理標準を参考に

し，包括的な管理標準を作成すると

ともに，設備管理の手引き書の「省

エネの手引き」と，省エネチェック

リストを各施設に配布し，これらを

活用してより実効的な省エネを進め

ていくこととしている。 

 また，機器更新時には，高効率な

照明設備やヒートポンプが導入され

るよう，包括的な管理標準の新設措 

置に記載する。 

（環境局地球環境課） 
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④ 内部の進行管理指標の改善 

  本市のエネルギー管理は，地球温暖化防止対策

の進行管理の仕組みの中で運用されているが，温

対法に係る温室効果ガス排出量は法令に基づき全

国統一的なルールで算定される。 

  温室効果ガス排出量は，エネルギー使用量にエ

ネルギー毎に異なる排出係数を乗じて，算定され

るが，このうち，電気に係る排出係数は各年度の

電気事業者の電源構成によって決定されるため，

実際の電気使用量の増減より排出係数の変化に

よって大きく影響を受けることになる。また，温

対法に基づく温室効果ガスの算定には，省エネ法

の算定対象とはならない自動車等の燃料等も算定

対象になっている。 

   このため，平成 25 年度と平成 24 年度を比較す

ると，市長部局では，エネルギー使用量（原油換

算）は 3.3％減少しているにもかかわらず，電気

に係る排出係数の影響を受け，温室効果ガス排出

量が 5.8％増加しており，地球温暖化防止対策及

び省エネ対策の取り組み効果が見えにくくなって

いる。 

  ついては，温室効果ガス排出量及びエネルギー

使用量（原油換算）の内部の進行管理では，換算

前の実際の使用量等を管理指標とするなど，内部

の進行管理指標のあり方について検討されたい。 

 （環境局地球環境課） 

 

 

 

市のエネルギー使用量管理指標に

ついては，27 年度に改定予定の神

戸市温暖化防止実行計画において，

電気の排出係数の影響を除外するた

め，これまでの温室効果ガス排出量

（ＣＯ２換算）ではなく，熱量換算

のエネルギー使用量を目標値とする

こととしている。 

今後は，温室効果ガス排出量及び

エネルギー使用量（原油換算）に加

え，内部の進行管理指標として熱量

換算のエネルギー使用量を用いて，

省エネ対策の取り組み効果の見える

化を図っていく。 

（環境局地球環境課） 
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⑤経済的かつ効果的な中長期保全計画の策定 

省エネ対策を進めるとともに施設全体のコスト

削減に資するためには，個別施設に係る維持管

理・施設整備コストの削減（個別最適）だけでな

く，今後必要な改修・更新の時期・内容と経費を

明らかにした保全計画を策定し，実情に応じた経

済的かつ効果的な保全計画措置を講じていく必要

 

これまでに総合福祉センターな

ど個々の「長寿命化対象施設」のあ

り方検討を進め，施設性能が低い

「長寿命化対象施設」から中長期の

保全に加え省エネ化も合わせて計画

的に改修等を行ってきた。 
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監査結果の概要 措置内容 措置状況 
 

がある。 

「ファシリティマネジメントの推進について

（基本的な考え方）」（平成 23 年 3 月神戸市策

定）では，最適な保全整備を実現するための具体

的な方策のひとつとして，「公共関与の必要性が

高く計画的な改修・更新により長寿命化を図る必

要がある「長寿命化対象施設」については，（中

略）中期保全計画を策定して，計画保全措置を重

点的に講じる。」としているが，施設性能評価結

果に基づき改修を進めているものの，中期保全計

画書は策定されていなかった。 

一方，現在，公共施設等総合管理計画の策定が

進められている。 

ついては，公共施設等総合管理計画の検討と

併せて，施設の中長期保全のあり方について検討

し，経済的かつ効果的な中長期保全計画の策定を

進められたい。 

  （行財政局管財課，住宅都市局設備課） 

今後も個々に経済的かつ効果的

に加えて省エネにも配慮した中長期

保全のあり方について検討を進めて

いき，これらを現在策定中の公共施

設等総合管理計画（計画期間 10

年）にも反映させたいと考えてい

る。     （行財政局管財課） 

住宅都市局ではこれまでにも施設

所管部局からの依頼に基づき保全計

画の作成を行なっており，今後も，

施設所管部局からの作成依頼に基づ

き策定していきたい。 

    （住宅都市局設備課） 

⑥設備保全業務の強化 

   住宅都市局では，施設の管理運営業務に携わる

職員への営繕業務に関する情報提供をするため，

指定管理者制度における維持管理業務に関する資

料，設備保全業務に関する監督検査要領や仕様

書，省エネの手引き等をイントラで掲載してい

る。各施設所管課では，例示されている「施設及

び設備の維持管理に関する仕様書」や管理チェッ

クシート等を参考に，仕様書の作成や検査・監督

等を行い，適正かつ効率的な設備保全業務を行っ

ている。 

  しかし，施設の管理運営業務に係る仕様書や管

理チェックシートの内容が専門的であるにもかか

わらず，民間事業者に委託・請負わせる職員の多

くは事務職員であるため，担当職員がその内容を

十分に理解して委託事業者を監督して，適切な設

備保全業務を行うことは難しい。 

   ついては，設備保全業務に携わる事務職員への

 

近年は，施設の安全管理について

の要求が高く，省エネや保全に関す

る研修に加え，新たに事故未然防止

事業として，施設の安全管理に関す

る研修を開催し，設備保全業務の強

化に取り組んでいる。 

省エネ改修については，平成 26

年度にエネルギー消費の多い施設に

おいて，ESCO 事業化可能性調査を

実施し，平成 27 年度は，事務所用

途など，比較的エネルギー消費の少

ない施設での事業可能性について調

査を行う。 

指定管理施設については，設備維

持管理チェックシートに基づき，モ

ニタリング調査を実施し，仕様書に

基づく良好な管理が行われているか
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平成26年度 行政監査（監査対象：環境局・水道局・教育委員会事務局・行財政局・住宅都市局） 

監査結果の概要 措置内容 措置状況 
 

研修の充実を図るなど，施設管理担当事務職員の

設備保全業務に関する能力の向上方策を検討され

たい。 

   また，省エネ診断及びＥＳＣＯ導入可能性調査

を積極的に実施して省エネ改修を促すとともに，

行財政局行政経営課に提出される指定管理施設に

係る施設・設備維持管理チェックシートを活用す

るなど，各施設所管課の設備保全状況を監視指導

する仕組みについても検討されたい。 

（住宅都市局設備課） 

確認していく。 

ただ，保全に関し一定の見直しが

必要と考えており，適正な保全状況

の確保のため，維持管理チェック

シート等の見直しを行っていく。 

（住宅都市局設備課） 

 

⑦ＫＥＭＳを活用したエネルギー管理の推進 

  省エネ法等による環境管理だけでなく，環境マ

ネジメントシステム庁内拡大方針（平成 16 年 3

月地球環境保全推進本部決定）に基づき，1 類事

業所及び部相当機関等の本庁舎以外の事業所につ

いて，ＫＥＭＳの取得運用を基本に，ＰＤＣＡサ

イクルによる継続的な環境改善を図っていること

が，本市の大きな特徴である。 

事業所により，市民サービス向上等の個別の事

情もあるが，平成 25 年度ＫＥＭＳを認証取得し

ている事業所で，エネルギー使用量が前年度に比

し増加している事業所があった。 

また，環境局では，各事業所のＫＥＭＳ審査結

果を把握しておらず，ＫＥＭＳ審査員の指摘事項

又は意見を分析し，市全体として改善に活かす取

組みが十分に行われているとは認められなかっ

た。 

ついては，ＫＥＭＳ審査員と審査情報を共有す

るとともに，ＫＥＭＳを活用したエネルギー管理

の方法を検討されたい。 

（環境局地球環境課） 

 

 

 

 

ＫＥＭＳ取得事業所におけるエネ

ルギー使用量の増加は，施設固有の

特殊な要因によるものもあり，他の

施設の改善に生かせるとは限らない

が，エネルギー使用量の削減方法や

取り組み事例が，各施設の参考とな

るように，今後はこうべ環境フォー

ラムと連携し，市全体として改善で

きる取り組みを検討していく。 

また，平成 27年 4月にＫＥＭＳ

の規格改定により，電気使用量の削

減などの環境改善目標の設定期間に

ついて，これまでの 1年間から，原

則 3年の「中長期目標」を設定する

こととされた。今後，各施設が中長

期的にエネルギー使用量が削減でき

るよう，こうべ環境フォーラムと連

携した支援について検討していく。 

（環境局地球環境課） 
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平成26年度 行政監査（監査対象：環境局・水道局・教育委員会事務局・行財政局・住宅都市局） 

監査結果の概要 措置内容 措置状況 
 
（２）最大需要電力の管理の推進 

①施設及び設備の維持管理に関する仕様書等の追記 

  住宅都市局が例示している委託契約等に係る

「設備総括管理業務に関する仕様書（案）」の

「7．対象業務 (4)情報管理業務」では「C．光

熱水費の使用量に関する分析，（中略）維持管理

の改善提案を行う」等，また，指定管理制度に係

る「施設及び設備の維持管理に関する仕様書（一

例）」の「Ⅱ章保全業務 3．業務内容(1)運転・

監視及び日常点検・保守業務」では「②（中略）

光熱水使用量等については定期的（月 1 回）に記

録をとり神戸市に報告すること」，「指定管理者導

入施設の施設・設備維持管理チェックシート」で

は，「光熱水使用量等について，月 1 回報告され

ているか。」と記載しているものの，いずれも最

大需要電力の報告を求めていない。 

  最大需要電力の管理を進めるため，その報告を

求める仕様書等の見直しを検討されたい。 

 （住宅都市局設備課） 

 

 

仕様書の見直しを行い，最大需要

電力の報告について，報告を求める

形に改める。 

（住宅都市局設備課） 
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②デマンド監視装置の設置 

  教育委員会所管の学校施設の一部で，デマンド

監視装置（デマンドを常時監視し，あらかじめ設

定したデマンド値を超えることが予想されると警

報を発する装置）が設置されていた。 

しかし，下水処理施設や水道施設等以外の公共

施設では，電力会社からの電力料金のお知らせや

電気・機械設備巡回点検の業者報告によって毎月

の電気の使用量のみを把握しており，最大需要電

力の計測記録は行われていなかった。 

ついては，最大需要電力の低減を図るため，デ

マンド監視装置の設置推進を検討されたい。特に

電気・機械設備巡回点検を民間業者に実施させて

いる施設や光熱水費を本市で負担している管理委

託施設等については，デマンド監視装置の設置を

検討されたい。 

（環境局地球環境課，住宅都市局設備課） 

 

デマンド監視装置を設置すること

で，施設ごとの最大需要電力を設定

することができ，電力使用量の低減

に向けた，具体的で効果的な取り組

みが可能となる。 

今後，デマンド監視装置の導入研

究を進め，施設所管局から依頼の

あった施設について，デマンド監視

装置の導入効果がある場合には，導

入に向け積極的に進めていきたい。 

（環境局地球環境課，住宅都市局設

備課） 
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平成26年度 行政監査（監査対象：環境局・水道局・教育委員会事務局・行財政局・住宅都市局） 

監査結果の概要 措置内容 措置状況 
 
③ＢＥＭＳ導入の一層の促進 

  しあわせの村では，ＥＳＣＯ事業を活用して，

使用電力量・ガス量，温度湿度，設備運転状態な

どの制御情報を自動計測し，ガスコージェネレー

ションシステム（25kW×8 台）の最適運転等を図

る Ｂ Ｅ Ｍ Ｓ （ Building Energy Management 

System）を導入して，大きな省エネ効果を得てい

る。 

  一方，水道処理施設，下水道処理施設，クリー

ンセンター等で技術職員が設備の運転制御を行っ

ている施設以外の公共施設では，一般的には施設

管理者の事務職員が，室温や照度等の管理を行っ

ているものの，設備保全に関する知識が十分でな

いため，適切な運用管理が図りにくい状況であ

る。 

  ついては，事務職員が設備管理を行っている一

定規模の施設では，デマンドコントローラー（デ

マンドを常時監視し，設定したデマンド値を超え

ることが予想されるとあらかじめ指定した順番で

使用機器の消費電力を調整する装置）を設置し

て，設備の稼働状況及びエネルギーの使用状況の

「見える化」を図り，設備機器の制御を行う等，

ＢＥＭＳの導入促進を検討されたい。 

また，民間事業者を活用して，複数の事業所を

まとめ，事務所の照明や空調などを遠隔操作して

電気需給を調整する方法も研究されたい。 

（環境局地球環境課，住宅都市局設備課） 

 

 

 

デマンド監視装置やＢＥＭＳ装置

については，効果が認められる場合

には，各施設と導入に向け進めてい

きたい。 

民間事業者を活用した遠隔操作に

よる電力の受給調整については，先

行事例や事業者ヒアリングを行うな

ど，実施する際の課題や費用対効果

などについて，情報収集していく。 

（住宅都市局設備課，環境局地球環

境課） 
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